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学校法人東亜学園高等学校 
【 理科（化学） 常勤講師 募集要項 】 

採用教科 理科（化学） 採用人数 1 名  
身分 常勤講師（当学園内での呼称：専任講師） 

採用期間 
2027 年 4 月 1 日から 2028 年 3 月 31 日までの 1 年間（試用期間 3 か月） 
・契約更新の上限：60 歳に到達した日の属する年度末迄 

応募資格 採用教科の高等学校教員免許状を取得している方、又は取得見込みの方。（下記、特記事項参照） 

勤務場所 
中野本校舎：東京都中野区上高田 5 丁目 44 番 3 号（西武新宿線「新井薬師前駅」徒歩 1 分） 
・週 1 日程度、小平総合グラウンド（同線「花小金井駅」徒歩 15 分）で勤務する場合があります。 

勤務条件 

【週 5 日勤務者】勤 務 日：月曜日から金曜日 
勤務時間：［全 日］8 時 20 分から 17 時 20 分（休憩 1 時間・1 日 8 時間労働） 

          （業務に支障がない場合、16 時 20 分以降の退勤可） 
【週 6 日勤務者】勤 務 日：月曜日から土曜日 

 勤務時間：［平 日］8 時 20 分から 16 時 20 分（休憩 1 時間・1 日 7 時間労働） 
（業務に支障がない場合、16 時以降の退勤可） 

［土曜日］8 時 20 分から 13 時 20 分（休憩なし・1 日 5 時間労働） 
                 （業務に支障がない場合、13 時以降の退勤可） 
【働きやすい職場環境づくり】 
夏季休業期間など、生徒が登校しない期間（年間約 55 日）は、時差出勤制度（始業・終業時刻を最大 1
時間繰り下げ）が利用可能です。さらに、週 6 日勤務者については、平日の労働時間を 1 時間、土曜日

は 2 時間の短縮（賃金控除なし）を認めています。 

業務内容 
１．授業担当：授業担当時間数は週 15 時間以上 ※2027 年度の教科担当者別時間割で決定します。 
２．校務分掌等：学級副担任、クラブ指導及び校務分掌を担当 

給与等の 
待遇 

１．給与等は本学園の規定に基づき支給します。 
給与 大学新卒者：月額 227,100 円 

（内訳：本俸、時間手当(週 18 時間)、学級副担任手当、校務手当、住宅手当） 
・扶養親族がいる場合は、扶養手当を別途支給します。 
・高等学校での教育経験等を有する方は、それを勘案して決定します。 

残業手当 IC カード打刻による実際の労働時間に基づき支給 
・大学新卒者が月 30 時間残業した場合の支給額目安は月額約 50,000 円です。 

通勤手当 公共交通機関利用者には、１か月の通勤定期券代相当額を支給 
賞与 年間 4.0 か月とし、6 月に 2.0 か月、12 月に 2.0 か月を支給 

・2027 年 4 月新規採用者は初年度のみ年間 3.4 か月とし、6 月に 1.4 か月分（基準

額 2.0 か月の 70%相当）、12 月に 2.0 か月分を支給 
退職金 雇用期間満了時に当該年度の本俸 1 か月分を支給（契約更新時、支給繰延可） 

２．年次有給休暇は、2027 年 4 月 1 日に 10 日を付与 
３．社会保険完備（私学共済（健康保険・年金）、雇用保険、労災保険） 

応募方法 

下記応募書類を郵送にて提出してください。 
１．履歴書（写真貼付）※メールアドレス、携帯番号、電話対応可能な時間帯をご記入ください。  
２．教員免許状の写し、又は教員免許状取得見込証明書 
３．卒業証明書、又は卒業見込証明書 
４．成績証明書（大学院修了の者は学部の証明書と合わせて提出） 
・応募書類は返却いたしません。選考終了後、適切に破棄し、採用業務以外には使用いたしません。 

応募締切 
2026 年 10 月 31 日（土）必着 
・応募書類受領後、順次選考を進め、採用者が決定次第、募集を終了します。 

選考方法 
第一次選考：書類審査（合格者にのみ、第二次選考の日時を電話等でご連絡します。） 
第二次選考：模擬授業、面接、課題レポート（題目は来校時（模擬授業・面接終了後）にお伝えします。） 
第三次選考：最終面接 

問い合せ先 
郵送先 

〒164-0002 東京都中野区上高田 5 丁目 44 番 3 号 
東亜学園高等学校 総務部 三木・小原・北爪 
TEL：03-3387-6331（代表）  E-mail：miki.hisanori@toagakuen.ac.jp 

特記事項 
（こども性

暴力防止法

関連） 

・ 本業務へ従事するに当たっては、令和 8 年 12 月 25 日までに施行予定の学校設置者等及び民間教育保

育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和 6 年法律第 69 号。以

下「こども性暴力防止法」といいます。）に基づき、特定性犯罪の前科の有無を確認するための犯罪事

実確認が必要となります。 
・ 特定性犯罪の前科がある場合（特定性犯罪事実該当者の場合）は、こども性暴力防止法に基づき、本

業務に従事させないこと等の措置を講じる必要があるため、当法人の採用条件の一つとして、特定性

犯罪の前科がないことを求めることとしています。このため、予め、採用選考過程において、誓約書

や履歴書等により、特定性犯罪の前科の有無を確認いたします。 


